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多面的機能支払交付金実施要綱・要領に係る令和２年度一部改正の取扱い
について
本協議会の運営につきましては、日頃から格別のご支援ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、本件については、農林水産省から令和２年３月31日付け元農振第3707号及び元農振第3708号で一部改正の通知（以下「農水省通知」という。）がされているところですが、改正内容に伴う取扱い等を次のとおり整理しましたので、活動組織への周知、ご指導を賜りますようお願いいたします。
記
１．広域協定書、規約等の変更に伴う取扱い
(１)　変更時期
直近で開催を予定している運営委員会・総会において変更を行ってください。 
(２)  留意事項
   ア  広域活動組織の場合

　　 ①　広域協定書の変更（別添：5-1広域協定書参照）
　　 ・  広域協定書(例) 第11条 （協定内容の変更及び廃止）の規定に基づき、協定参加集落及びその他の協定参加団体全員の合意が必要ですが、変更内容が軽易なものであるため、今回の変更については要しないものとします。

・　広域協定運営委員会規則(例) 第10条 (特別議決事項)ただし書きの規定に基づき、委員会において出席者の全員一致による議決が必要です。
・　委員会の議決後、市町村長に申請して認定を受ける必要があります。
　　　 ②　広域協定運営委員会規則の変更（別添：5-2広域協定運営委員会規則参照）
　　　 ・　広域協定運営委員会規則(例) 第10条 (特別議決事項)の規定に基づき、
委員会において出席者の議決権の３分の２以上の多数による議決が必要です。
・　広域協定運営委員会規則(例) 第30条 (会則の改正)の規定に基づき、市町村長に報告が必要です。
イ　活動組織の場合

1   規約の変更（別添：6-1活動組織規約参照）
　     ・  活動組織規約(例) 第10条 (特別議決事項)の規定に基づき、総会において出席者の議決権の３分の２以上の多数による議決が必要です。
　　 ・　活動組織規約(例) 第24条 (規約の改正)の規定に基づき、市町村長に報告が必要です。
２．持越金の使用予定表の取扱い
・  持越金の使用予定表については、活動組織等が作成する様式第1-8号「実施状況報告書」において、令和２年度から令和３年度への持越金に対して適用され、次年度への持越金が当該年度交付金の３割を超え、かつ、100万円以上である場合に作成が必要です。
・  持越金の使用予定表作成にあたっては、活動組織で算定根拠が説明できるよう指導願います。
３．その他
　　上記１及び２の様式は別添のとおり（改正部分を赤字で表示）ですが、「水土里ネット北海道」のホームページ、多面的機能支援コーナー からも取得できます。
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